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■	編集方針

1	 �CSRの視点から事業活動の実態を開示し、経営の透明性の確保、社会的信頼度
の向上を通じて企業価値の向上につなげます。

2	 �前項の実現を図るために、ステークホルダー（社会・お客様・株主・従業員等）の
皆様とのコミュニケーションツールとして、本報告書を発行します。

■	対象期間

2008年10月1日～2009年9月30日（2009年9月期）
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豊かな社会に貢献する、
知力と創力の
新たな未来像を探る。
あるべき未来社会の実現のために、そして人と社会の真に豊かな関係の構築に向けて、

どのような意識や発想が求められ、どのような知的貢献活動が必要となるのでしょうか。

「グローバル定常型社会」という注目のビジョンを提唱する

千葉大学・広井良典教授と三菱総合研究所の田中將介社長に、

知力と創力の未来像について語り合っていただきました。

株式会社三菱総合研究所  代表取締役社長

Masayuki Tanaka

田中 將介
千葉大学法経学部  教授

Yoshinori Hiroi

広井 良典氏

Top Message トップメッセージ
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サイエンス」の姿に近いものだと思いますね。

田中　社会の要請に即応するシンクタンクで

あるべき、という思いは強くありますね。今の

科学技術の世界はあまりに専門化・細分化さ

れ過ぎていて、研究活動の軸足を見失う結果

に陥りがちです。つまり、本来の目的であった

はずのソリューションが見えなくなっている

んですね。やはり社会的な意義や価値のある

テーマをまず抽出し、そのソリューションとし

ての研究や調査を行うのが本筋ではないか

と考えています。

広井　近年では、個人というものを超えた

個体と個体の関係性にさまざまな分野の関

心が向かっています。たとえば脳の研究等で

も、最近は「ソーシャル・ブレーン」という言葉

が使われ、人と社会との相互作用が脳のメカ

ニズムに大きな影響を与えることが明らかに

されています。また医療や福祉の研究分野に

おいても、人間関係やコミュニティのあり方

が病気の社会的決定要因を成す「社会疫学」

という考え方がクローズアップされつつあり

ます。ひと昔前までは、自然科学や生物学と

いった「理系」の学問と、社会科学や人文科

学等「文系」の学問との間には高い壁が存在

しましたが、ここ数年、その境界線がどんどん

ボーダーレス化しています。こうした「文理融

合」的な研究活動の流れは、さらに加速して

いくのではないでしょうか。

田中　裏返せば、単一の専門分野では対応し

きれない研究テーマ、社会的課題がそれだけ

増えているわけです。私どもは年間約2,000の

プロジェクトに取り組んでいますが、「知の統

合」という意識のもと、産学連携の案件にはと

りわけ力を注いでいます。多様な分野の知を

いかにディレクションして、社会の要請に応え

ていくか。人と社会と科学技術をつねに等距

離に見据えながら、新たなソリューションの

可能性を模索していきたいと考えています。

田中　三菱総合研究所（以下、三菱総研）は、

三菱グループの創業100周年事業の一環とし

て、共同出資という形で1970年に誕生しまし

た。当時はまだ「知的サービス」という概念が

希薄な時代で、営利目的ではなく、独立性・中

立性を貫きながら「社会貢献」を第一義とす

るシンクタンクビジネスは、手前味噌のようで

恐縮ですが、まさに時代に先駆けたビジネス

モデルではなかったかと自負しています。「英

知と情報に基づく社会貢献」「公明正大な企

業活動」「多彩な個性による総合力の発揮」と

いう経営理念の精神は、設立以来、ずっと変わ

ることなく受け継がれています。その柱となる

のが、さまざまな科学技術を結集させた、文

字どおり「総合シンクタンク」を目指すという

考え方です。日本でシンクタンクというと、エ

コノミスト中心の組織が多いのですが、私ど

もの場合、ベースはあくまで科学技術です。し

かも特定の学問分野にとらわれることなく、複

数の領域の有機的な連携を図る、いわゆる学

際的な研究活動をモットーとしています。

広井　私自身の専攻が、科学史・科学哲学とい

う、科学技術全体を俯瞰して研究する分野だ

ということもあり、そうした学際的なアプロー

チには非常に共感するところがありますね。そ

の話と関連して、イギリスの科学技術研究者の

マイケル・ギボンスという人が「モード2サイエ

ンス」という概念を提唱しています。これまで

のように問題の設定と解決が個々の学問分野

のなかで行われるのではなく、ソーシャル・コ

ンテキストといいますか、社会的な文脈のな

かで課題そのものが設定されていく。また研

究を行う主体も学会のみならず、産業界の人

間やNPOのメンバー等が広く参加する、そして

研究の発表の主体も学術雑誌に限らず広いも

のになる、といった科学のあり方です。社会と

アカデミズムと科学技術のパイプ役を担って

いる三菱総研の事業活動は、まさに「モード2

分野を超えた知の統合による、

ソリューションにつながる研究活動がより重要に

千葉大学法経学部  教授

1961年生まれ。専攻は公共政策お
よび科学哲学。東京大学教養学部
卒業。同大学院総合文化研究科修
士課程修了。厚生省（現・厚生労働
省）勤務、マサチューセッツ工科大
学客員研究員等を経て、2003年よ
り現職。『日本の社会保障』『生命
の政治学』『グローバル定常型社
会』（岩波書店）等著書多数。

広井 良典氏

株式会社三菱総合研究所
代表取締役社長

1944年生まれ。東京大学経済学
部卒業後、三菱銀行（現・三菱東京
UFJ銀行）入行。同行副頭取を経
て、2005年6月三菱総合研究所 代
表取締役副社長に就任、同年12
月より現職。『徹底予測 これが新
成長ビジネスだ！』『東京金融セン
ター戦略―見えない規制を超えて』
（日本経済新聞出版社）監修。

田中將介

あるべき未来社会の実現のために、そして人と社会の真に豊かな関係の構築に向けて、

どのような意識や発想が求められ、どのような知的貢献活動が必要となるのでしょうか。

「グローバル定常型社会」という注目のビジョンを提唱する

千葉大学・広井良典教授と三菱総合研究所の田中將介社長に、

知力と創力の未来像について語り合っていただきました。
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在能力を開花させることにもなる。イノベー

ションをどう広義に考え、実現していくか。そ

れもまた、豊かな未来社会を構想するうえで

の大きなポイントではないでしょうか。

田中　同感ですね。そもそもイノベーション

というのは人のための革新です。人をより豊

かにするという発想がまず先行すべきで、そ

こを起点として技術や制度のイノベーション

につながっていくのだと思います。産業界に

おいても、斬新な製品やアイデアの革新だけ

ではなく、むしろ現場の仕組みや生産のプロ

セスをどう改革し、いかに新しい価値を作り

出すかが大事になってくる。今後求められて

いくのは、人を視座の中心に据えたイノベー

ションではないかと思います。

広井　拙著『グローバル定常型社会』でも言

及していますが、21世紀後半に向けて高齢化

が地球規模で進み、人口やエネルギー消費

が定常化・成熟化に向かうことが予想されま

す。地球レベルで持続可能な社会を考えれば

必然のベクトルなのですが、そうなると「富の

総量」と「富の分配」の両方を視野に入れた

新たな社会のモデルを考え出す視点も必要

となります。定常化した社会にふさわしい「公

正」や「幸福」とはいかなるものか。人と人と

のかかわりやコミュニティのあり方等、多くの

面で意識と発想が問い直されていくだろうと

私は考えています。

田中　拡大から定常へ、成長から分配へ。先

生が提唱されている「グローバル定常型社

会」は、私どもの掲げる未来社会像とも重な

る部分が少なくありません。「定常型社会」と

いうのは、いうなれば技術や需要が飽和し、	

エネルギーや資源が循環していくような社会

ですよね。持続可能な社会という前提に立っ

たうえで、どのような幸福観や社会モデルを

描き、築くことができるのか。それは私どもとし

てもきわめて重要なテーマだと考えています。

あるべき未来社会の実現に向けて、

どのような意識や幸福観が求められるのか

田中　「社会貢献」とともに、私どもの事業活

動の支柱となるのが「未来志向」です。「世界

に貢献し、尊敬される社会」「多様な個性と創

意により持続的発展を遂げる社会」「安心して

心豊かに暮らせる社会」という3つの未来ビ

ジョンを掲げ、その実現に向けて総力を結集

していくというスタンスを貫いています。お客

様からの受託プロジェクトを通じて未来社会

の実現に貢献することに加えまして、当グルー

プの主体的な取り組みの1つとして、「未来社

会提言委員会」を立ち上げました。これは、社

会が直面する重要な課題を毎年設定し、社

内外の多様な分野の専門家がチームを組ん

で、あるべき未来社会像とその解決策をセッ

トで提言する活動です。最初のテーマとして、

『2050年エネルギー環境ビジョン』を発表し

ました（P16・17参照）。また、環境対策を中心

とした「グリーンニューディール」、高齢化社会

を考える「プラチナニューディール」、生涯教

育の発想に立った「スマートニューディール」、

安心・安全な社会を築くための「セイフティ

ニューディール」という4つの指針に沿って、あ

るべき未来社会の実現と経済成長を両立させ

る施策の提言も行いました。理事長としてお

招きした小宮山宏先生（前・東京大学 総長）の

ご指導も得ながら、今後も提言力や情報発信

力をさらに高めていきたいと考えています。

広井　4つのニューディールですか。そこに

はおそらく、イノベーションというものがいろ

いろな意味で核心となると思いますが、ここ

数年でイノベーションの概念は大きく様変

わりしつつあります。たとえばフィンランドは、

OECD主催の国際学力調査であるPISAで最

近ずっと上位を占める等、教育の世界的先進

国という地位を築きつつあります。それは国

をあげて教育や社会保障制度の革新に注力

した成果ですが、フィンランドの研究者はそ

れを「特許のないイノベーション」と呼んでい

ます。イノベーションというと、ともすればサ

イエンス・テクノロジーという側面のみで捉

えられがちでしたが、社会の制度や仕組みを

整備することも実はそうなんですね。教育や

社会保障等の恩恵が人々に行き渡ることで、

幸福や安心がもたらされ、ひいては個人の潜
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世界でも例のない総合シンクタンクとして、

人と社会を結ぶダイレクトな提言活動に期待

き大学や研究機関、ひいてはそれらと社会と

を結ぶ三菱総研のようなシンクタンクの役割

と存在価値はより重要度を増していくだろう

と思います。ただ1つ、あえて注文めいたこと

をいわせていただくとすれば、具体的な政策

提言にまでもう一歩踏み込んだアプローチを

望みたいですね。遅まきながら日本も政権交

代が実現し、政策への関心が市民レベルで広

まっていくような状況に変わりつつあるなか、

独立性・中立性という三菱総研の強みを生か

し、人や社会にもっとダイレクトに影響力を与

える提案者の役割を担ってほしいと思います。

田中　ご指摘のとおり、社会的プレゼンスは

まだ不足しています。そこは反省点であり、課

題だと思っています。社内的には地球環境対

策やエネルギー問題、教育、農業等、広範な

テーマに横断的に取り組んでいますし、先ほ

ど触れた「未来社会提言委員会」でも現実的

な施策につながるような研究や論議に重点

を置いています。また、未来社会へのサジェス

チョンとなるような出版活動も手がけはじめ

ています。そうした動きをCSR活動にも包含的

に取り込みながら、社会への発言力や提言力

を高める体制づくりを整えているところです。

広井　期待しています。今回の対談を通じて、

社会に即した研究姿勢や明確な未来社会像

をはじめ、お世辞ではなく、三菱総研の度量

の大きさを感じました。長年の蓄積を土台と

して、三菱総研ならではの知力と創造力を効

果的に発揮していただきたいですね。

田中　大きな評価と期待の言葉を頂き恐縮

です。独立性・中立性を保ちながら科学技術

の研究をビジネスとして成立させている、私ど

ものような総合シンクタンクは世界でもあま

り例がありません。アカデミズムとの連携や社

会的提言力の向上等、先生のご指摘を真摯に

受け止めつつ、豊かな未来社会に向けた知的

貢献を目指したいと決意を新たにしています。

広井　「定常型社会」というのは、さかのぼれ

ばイギリスの経済学者ジョン・スチュアート・

ミルが19世紀半ばに用いた言葉ですが、歴

史を紐解くと、拡大と定常のサイクルは3度起

こっています。最初の拡大期は今から約5万

年前の人類が登場したころで、次が約1万年

前の農業の始まった時代、そして3度目の拡

大期が産業革命以降の現代です。おおまか

にいえば狩猟、農業、工業という流れで、エネ

ルギーの利用水準が高度化して人と自然と

の関係が激変するのが拡大期の共通の特徴

です。そして拡大の動きがピークに達すると、

定常点へと移行する。約2,500年前の農業文

明の成熟期に仏教や儒教が誕生した歴史が

示すように、定常化とは質の充足に向かうこ

とであり、文化に力点が移っていく時代でも

あります。その意味でも、この先の数十年とい

うのは、かつてない大きな曲がり角といいま

すか、転換期になっていくだろうと思います。

田中　長い時間軸で考えると、いっそう興味

深いですね。いま「質の充足」といわれました

が、科学技術の目的を突き詰めて考えていく

と、人や国の豊かさとは何なのか、そのため

には何が求められるのか。最終的には「豊国

論」に行き着くと思います。人々の心の充実や、

安心して心豊かに暮らせる社会、あるいは尊

敬される社会。三菱総研の未来ビジョンの底

流にあるのは、そうした「豊国論」なのです。

広井　なるほど、「豊国論」ですか。そのキー

ワードの1つとしてあげられるのが、創造性で

はないでしょうか。リチャード・フロリダという

アメリカの経済学者が著書『クリエイティブ

資本論』のなかで、これからは創造性に富ん

だ産業分野が社会を牽引し、地域やコミュニ

ティが新たな重要性を帯びてくる、さらに貨

幣に換算できないものの価値が増大していく

と指摘しています。私もその考えには共鳴す

るところが多く、地域の創造性の要ともいうべ
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私たちは、以下のような経営理念を掲げて、自らの強みを生かし

独創的な知見に基づく企業活動を通じて、社会の発展に貢献することを目指しています。

すなわち、当グループの経営そのものがCSR経営であり、当グループの企業活動そのものがCSR活動です。

経営理念の実践を通じて、自らの責任を果たすとともに、

社会、お客様、株主、ビジネス・パートナー（有識者や大学・研究機関、取引先等）、

従業員（当グループで働くすべての人）等からの期待に応えていきます。

多彩な個性による
総合力の発揮

従業員一人ひとりが高度な専門性により

自己実現を図るとともに、

多様性に富む個人の力を結集し、

組織的な総合力を発揮する。

公明正大な企業活動

公明正大な企業活動を追求し、

お客様からの強い信頼感と

高い社会的信用を維持する。

英知と情報に基づき
社会へ貢献

お客様と社会の発展に貢献する

知識創造企業であることを目指す。
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以下の3つの基本方針に基づき、あるべき未来社会の実現に向けた知的貢献活動を行います。

三菱総研グループは、多様な分野や手法の

知的プロフェッショナルの集団であるとと

もに、従業員それぞれが「こういう未来社会を実

現したい」「あるべき社会づくりに貢献したい」と

いう夢や目標の実現に向けて知識創造活動を

行っています。私たちは、こうした従業員の志を

「MRIスピリット」と呼び、すべての活動の原点と

して大切にしています。このような特徴を生かし

て、社会・お客様のニーズ、社会・経済の潮流を踏

まえながら、あるべき社会や組織の姿を描き、そ

の実現に向けて、英知や情報、ソリューション等

を提供することで、お客様や社会に対する責任を

果たし、貢献します。従業員だけではなく、社外の

専門家や企業等、多くのパートナーとの知的ネッ

トワークを形成し、産学官民の共創によって優れ

た英知や情報、ソリューションを創造します。

⇒具体的な活動は、P8～19をご覧ください。

あるべき社会や企業を実現するうえで最も重

要なのは「人」です。三菱総研グループに

は、多様な分野の専門知識を備えた従業員がい

ますし、課題解決のプロフェッショナルがいます。

個々の従業員が蓄積した英知や情報を、知的人

材の育成に役立てることで、社会の持続的発展

に貢献します。

⇒具体的な活動は、P20～23をご覧ください。

三菱総研グループが企業活動を行い、企業

グループとして存続するためには、さまざ

まなステークホルダーからの高い信頼が不可欠

です。グループ内の仕組みや制度を適切に構築・

運用し、社会、お客様、株主、ビジネス・パートナー、

従業員等、当グループとかかわりのあるすべての

ステークホルダーに対する責任を果たします。

⇒具体的な活動は、P26～31をご覧ください。

社会の英知を結集して、
あるべき未来社会づくりに

取り組みます

さまざまな
ステークホルダーに対する

社会的責任を
果たします

社会の持続的発展の
基礎である

知的人材の育成に
貢献します
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基 本 方 針に示したとおり、三 菱 総 研グループでは、

あるべき未 来 社 会の実 現に向けて「知」を提 供することを社 会 貢 献の柱にしています。

お 客 様 からの受 託プロジェクトおよび自発 的な研 究・提 言 活 動により、

お 客 様の期 待に応えるとともに、あるべき未 来 社 会の構 想および実 現に貢 献します。
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●�地球環境問題や少子高齢・人口減少等の問題を諸外国に先駆けて解決し、世界にモデルを提示
していくような社会　

●�貧困や紛争、核兵器拡散等の世界的な問題の解決、あるいは、国際的な組織や制度の構築・運営
に対して人、技術、知恵、資金等を提供し、積極的に参画・貢献する社会

〈実現のための課題〉

①地球環境問題の解決への参画・貢献

②貧困・疾病・紛争の解決、人権尊重・民主化の推進、平和構築・安全確保への貢献

③国際的な制度・組織の構築・運営への参画・貢献

④優れた日本の先進技術、経済社会制度の海外展開　等

三菱総研グループは、

あるべき社会像を考え、

その実現に向けて

取り組んでいます。

●�多様な個人や企業・組織が、それぞれの特徴と創意を生かした共創によって高い価値を生み出
し、おのおのが生き生きと活動するとともに、全体として持続的な発展を遂げる社会　

●�その基盤として、多様な価値観や文化が尊重され、ニーズに対応した教育や学習の仕組みが定
着し、科学技術や情報・知識・英知が効果的に活用され、個と個のきずな・つながりを支えるコ
ミュニティやソーシャル・キャピタル※ が充実し、官・民や国・地方の適切な役割分担のもとに行
財政が効率的に運営される社会

〈実現のための課題〉

①生涯を通した個人の知識・スキル・能力の向上

②企業・組織の経営の高度化・効率化・活性化

③効率的・効果的な行財政制度・地域経営

④科学技術の発展と社会への適用、情報・知識・英知の効率的・効果的なマネジメント

⑤利便性・効率性・安全性・安定性の高い社会基盤の構築・運用（交通、情報通信、電気・ガス 等）

⑥コミュニティ再生、ソーシャル・キャピタルの構築・充実　等

〈実現のための課題〉

①文化的な生活の保障（医療、福祉、介護、年金、生活保障、人権尊重、虐待やドメスティック・バイオレンス防止 等）

②安心な暮らしの確保（雇用、出産・育児、食 等）

③日常生活における安全性の向上（防災、防犯、事故対策、情報セキュリティ、パンデミック対策 等）

④社会全体の安全保障（資源・エネルギー、食料、リスク管理・危機管理、外交・国防 等）

⑤芸術・芸能・文化・スポーツ・娯楽・観光・交流活動の振興

⑥歴史的遺産、文化財、芸術・芸能、景観等の保護・継承

⑦自然環境や生物多様性、農山漁村の保全・再生　等

●�社会の誰もが安心して生涯を送り、家庭を築くことができ、困難な状況に直面しても必要な支援
を受けられるような社会　

●身近な暮らしから安全保障に至るまで、生命や財産の安全が確保された社会　

●�こうした安心・安全な社会という基盤のうえで、人々の自由時間の活動が活発に行われ、歴史や文化、 
伝統が大切にされ、自然環境や生物多様性等が保全される等、豊かさを享受しながら暮らせる社会

※�ソーシャル・キャピタル：�人と人との信頼感やつながりによって形成される人間関係の社会的基盤のこと。この基盤が充
実した社会や組織は、より効率的に価値を生み出すことができると考えられている。

Vision A

Vision B

Vision C

：世界に貢献し、尊敬される社会Vision A

：多様な個性と創意により持続的発展を遂げる社会Vision B

：安心して心豊かに暮らせる社会Vision C

三菱総研グループでは、3つのあるべき社会

像を想定し、その実現に向けた取り組みを

行っています。3つの社会像は、ピラミッドの

図が示すように Vision Aの背景には Vision B

があり、さらに Vision Cが基盤となっている

という関係にあります。
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アンゴラでは、2002年に停戦合意に係る覚書が署名され、独立以来27年にわ

たる内戦が事実上終結した。現在は国家再建のプロセスが進行しているが、依

然として内戦時のインフラ破壊や残存地雷による被害等の影響が、経済成長

や貧困削減の障壁となっている。アンゴラへの円借款の供与に関しては政府

間で協議中であるが、本業務は、アンゴラの戦後復興に必要なインフラ整備の

支援を検討するうえで将来的な円借款候補案件の発掘・形成を目的に、専修

大学と共同企業体を結成し、現地政府関係者との協議、実地調査等を行った。

本業務では、日本とASEAN（東南アジア諸国連合）各国の貿易促進を目指した

マッチングシステム「BuyASEAN.jp」を開発した。本システムは、各国の貿易振

興機関がもつ特産品情報システムの情報を日本側で自動的に集約し、日本の

企業向けに公開する仕組みである。日本企業が、東南アジアの特産品を輸入

する際に効率的に商品や企業を検索できるとともに、東南アジアの輸出促進

に大きく貢献することが期待される。システムの設計・開発を担当し、東南アジ

アで現地システムの導入支援・研修を行った。

アルゼンチンは、CDM植林を実施するための適地を多く有する。CDM植林は、

地球温暖化の防止に資するとともに、地域社会の環境、経済にも役立つ。本業

務では、パタゴニア地方におけるパイロットプロジェクトの実施、各種セミナー

や研修の開催、近隣国有識者とのワークショップ開催等を通じ、アルゼンチン

側関係者のCDM植林案件形成能力の開発、およびCDM植林事業実施のため

の体制整備を図った。

※CDM ： �クリーン開発メカニズム。先進国が途上国において温室効果ガスを削減し、その削減分を自
国の削減量に充てられる仕組み。

本業務では、気候変動を中心としたグローバルな環境課題に対する、途上国

の地域・コミュニティレベルでの効果的な対応方策のあり方について調査、提

言を行った。ソーシャル・キャピタル※と伝統的知識の視点から、とくに気候変

動による影響を最も強く受けるといわれる、低所得層のコミュニティに対する

施策を重点的に検討した。なお、本業務は、国連大学との共同事業として実施

したものである。

※ソーシャル・キャピタル ： P9参照

「道路基盤地図情報」は、高精度デジタル道路地図である。本業務では、世界最

先端のITを利用してカーナビ、ITS（高度道路交通システム）を中心とするさま

ざまな利活用方策の具体化、およびわが国が主体となったITSに関する国際標

準化活動を支援した。産学における幅広い人脈およびデジタル地図・ITS研究

に関する経験を生かし、周辺技術動向を踏まえた現実的な利活用方策の具体

化、研究開発の推進体制の提案を行い、「道路基盤地図情報」の流通および国

際標準化提案に貢献した。

日本はアフリカ諸国との間で、科学技術協力のあり方についての検討を行い、

科学技術分野において日本－アフリカ諸国間にwin-winの関係を構築する

ことを目指している。この目的の実現に向け、本業務では、文献調査や在日大

使館へのアンケート、日本国内の研究者へのインタビューをはじめ、日本初の

アフリカ科学技術調査ミッションへ参加し、5カ国を訪問して視察や地域セミ

ナーを通じた情報収集を行う等、アフリカ各国の科学技術に関する政策や動

向について幅広く調査を行った。

アンゴラの戦後復興に向け
将来的な円借款候補案件を発掘・形成
アンゴラ共和国「ポストコンフリクト支援のためのインフラ事業」に係わる発掘型案件形成調査
お客様：独立行政法人国際協力機構（JICA）

日本とASEAN各国の貿易促進を目指した
マッチングシステムを開発
東南アジア特産品マッチングシステムの構築
お客様：国際機関日本アセアンセンター

アルゼンチンにおける温室効果ガス削減目標達成を推進
アルゼンチン国 CDM※植林推進のための技術強化プロジェクト
お客様：独立行政法人国際協力機構（JICA）

気候変動等に対する途上国の
コミュニティレベルでの対応方策を検討
気候変動と地域、コミュニティでの対応調査業務
お客様：環境省

「道路基盤地図情報」の流通および
国際標準化提案に貢献
道路基盤地図情報の利活用に関する調査検討業務
お客様：国土交通省

科学技術分野において日本－アフリカ諸国間に
win-winの関係を構築
科学技術総合研究委託「アフリカ諸国との協力に関する調査」
お客様：内閣府

世 界 に 貢 献し、世 界 から尊 敬 される 国・社 会 の 実 現 に 向 け

た 取り組 み を 、三 菱 総 研 グ ル ー プ は 支 援して い ま す 。地 球 

環 境 等 の 問 題 解 決 のモデルを提 示したり、国 際 的 な制 度 等 の 

構 築・運 営に貢 献すること等を支 援します。

Project 3 Project 6

Project 2 Project 5

Project 1 Project 4

世 界 に 貢 献 し 、尊 敬 さ れ る 社 会
代表的なプロジェクトの紹介

Vision A
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     自然
エネルギー

温水供給

暖房等

堆肥化

CO2 削減

堆肥化液肥化

チップ化

産業排熱利用

水資源保全

バイオマス
資源利用

ごみ分別

バイオガス
発電

風力発電

太陽光発電

太陽熱利用

屋上・壁面
緑化

エコハウス

農作物

2009トピック ： 地球環境問題の解決への参画・貢献

上記トピックを具現化した2009プロジェクト事例

温室効果ガス排出量関連制度の
円滑な運用を支援
温室効果ガス排出量算定・報告・
公表制度基盤整備事業委託業務
お客様：環境省

水資源に配慮した
水関連産業の国際展開を支援
環境負荷物質対策調査（循環型水資源管理ビジ	
ネスの海外展開等に関する調査）
お客様：経済産業省

太陽光発電等、
再生可能エネルギー導入を促進
低炭素社会構築に向けた
再生可能エネルギー普及方策検討等委託業務
お客様：環境省

地球環境問題には多様な問題が含まれますが、大都市から地方部までのそれぞれの地域特性に対応した解決策や

貢献のあり方の検討が重要です。太陽エネルギー等の再生可能エネルギーが広く利用され、温室効果ガスの排出が

少なく、水資源や水環境が安定的に保全された社会の実現が望まれます。今期、三菱総研グループは、こうした環境

問題を解決するためのプロジェクトに数多くかかわり、成果をあげました。

国が2006年度から開始した温室効果ガス排

出量算定・報告・公表制度について、ヘルプ

デスクの開設、説明会の運営、算定方法・排

出係数の検討支援、算定・報告マニュアルの

整備支援、報告された排出量の集計・公表支

援等、本制度の円滑な運用のための業務を

行った。

アジア・中東等の水不足地域における今後

の水ビジネスの市場規模や、わが国企業の

進出状況等を把握した。また、世界の水資源

問題の解決に貢献し、わが国の水関連産業

が健全な水環境保全を図りつつ国際展開を

図るための方向性の検討に必要な情報の収

集・分析を行った。

低炭素社会実現の重要な対策となる、太陽

光発電等の再生可能エネルギーの普及促進

に有効かつ必要な方策を検討し、提言を行っ

た。2030年に向け、現時点で普及可能と見込

まれる再生可能エネルギーの導入目標に基

づき、導入すべき政策手法と導入普及効果を

理論的・定量的に分析した。
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三 菱 総 研グループは、多 様な個 人や企 業・組 織 が、おのお

のの特 徴と創 意を生 かした共 創により価 値を創 出し、生き

生きと活 動するとともに、全 体として持 続 的 な発 展を遂げ

る社会の実現に向けて、プロジェクトに取り組んでいます。

産業界のニーズに合った人材を創出し、キャリアアップを戦略的に推進してい

くためには、客観的指標に基づいて体系的に人材育成を行っていく必要があ

る。東京都では、東京ならではの業界を中心に主に中小企業において、業種や

職種ごとに必要とされるスキル・知識項目と、そのレベルについての共通基準

（スキルスタンダード）を作成しようとしている。本業務では、国内外のスキル

スタンダードの先行事例を調査し、今後の各業界でのスキルスタンダード作

成にあたっての基本要件をガイドラインとして取りまとめた。

お客様企業では、1998年よりWindowsサーバーをベースにしながら、分散す

る方向でシステムの拡充を進めた。その結果、サーバー数は増加の一途をた

どり、それにかかる固定費や更新時のシステム移行作業のコストが問題視さ

れるようになった。本業務は、これらの課題を解消すべく、ソフトウェアを用い

てサーバー統合を実施するものである。137台のサーバーを12台に集約する

とともに、現在のシステムを10年後もそのまま運用し続けることができる「10

年インフラ」の構築を実現した。

高齢化や担い手不足により管理が困難になったことで地域の景観や環境への

悪影響が懸念される農地等を、地域住民やNPO、都市住民や学生のボランティ

ア、企業のCSR等多様な主体の協働と創意により、積極的に保全・利活用する取

り組みが進められている。本業務では、そうした取り組みの先進事例を選定し、

ケーススタディを行うことにより、取り組みの具体的な効果を把握した。さらに、

土地問題の解決に貢献する持続可能な土地利用の視点から、個々の取り組みを

総合的に評価する手法を提案した。

特別区行政情報システムサービスは、東京23特別区の行政運営にかかわる諸

資料の検索、および各種の社会経済統計データの検索・収集を容易にすること

で、自治体職員の政策立案、学術研究者や住民等の創造的活動を支援してい

る。このサービスの特徴は、対象自治体、年次や項目等を取捨選択することで、

利用者が必要な情報を抽出できることである。三菱総合研究所は、企画段階か

ら本業務にかかわり、基幹となるシステムを開発・提供し、20年にわたって運

用・保守を担当する等、その基盤を担っている。

スーパーサイエンスハイスクール（SSH）は、科学技術の発展を目指し、理数

教育の充実を図る取り組みとして文部科学省が行う事業である。本業務では、

SSH事業に参加する高校（102校）の生徒、教員、保護者等の関係者を対象にア

ンケート調査を実施し、事業実施の効果について検討した。とくに関係者の意

識の変化に焦点を当て、教育課程等の改善に資する実証的資料を得るととも

に、将来の国際的な科学技術系人材の育成や高校・大学接続の観点から事業

効果を検証した。

モチベーション・マネジメントとは、「人の心」を元気づけ、ひいては組織や企

業を元気づける活動である。本業務では、「人」を大切にし成長させることを目

指す企業・組織のモチベーション向上を支援した。お客様企業の全社員のモ

チベーション診断を行って、「モチベーション職場診断レポート」（健康診断書）

と「ベストプラクティスレポート」（処方箋）というマネジャーが具体的に処方で

きる取り組み事例集を作成した。さらに、「相談会や話し合い型研修」（問診）を

開いてカウンセリングを行い、職場の健康状態の向上を図った。

活力ある東京の実現に向けた
体系的な人材育成の指針づくり
東京版スキルスタンダード・ガイドライン作成
お客様：東京都

10 年後も運用し続ける「10 年インフラ」を構築
サーバー統合プロジェクト
お客様：某社

持続可能な土地利用に向けた評価手法を開発
持続可能な土地利用の実現に向けた土地利用手法のあり方に関する調査研究
お客様：国土交通省

情報提供サービスの基盤を整備し
特別区の行政運営等を支援
特別区行政情報システムサービス
お客様：財団法人特別区協議会

理数教育の充実を図り科学技術の発展に貢献
スーパーサイエンスハイスクール意識調査
お客様：独立行政法人科学技術振興機構

「人の心」 に着目した
企業・組織のモチベーション向上を支援
モチベーション・マネジメント
お客様：某社

Project 3 Project 6

Project 2 Project 5

Project 1 Project 4

多様な個性と創意により持続的発展を遂げる社会
代表的なプロジェクトの紹介

Vision B
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2009トピック ： 知のスパイラルによる新たなビジネス・社会・文化の創造

上記トピックを具現化した2009プロジェクト事例

個人の行動履歴情報を収集・統合・分析するこ

とにより、個人向け情報サービスへの応用が可

能な共通基盤システムの開発を行った。具体的

な実証事例として、スポーツジム会員を想定し

た毎日の食事や運動に関するデータを収集分

析して、一人ひとりそれぞれに健康アドバイス

を行うサービスの可能性について検討を行った。

地域活性化の方策として、行政と地域の住民

や企業等の民間が一体となってかかわり、SNS

（ソーシャルネットワークサービス）やブロ

グ等ICT（情報通信技術）も活用した「地域サ

イト」による情報の発信・交流が期待される。

全国の地域サイトの実態を把握するととも

に、その運営上の工夫・ヒントを検討した。

ブログやSNS等消費者が作り手となるメディ

アや、ユーザー自身が積極的に投稿する画

像・動画等の共有サービスであるユーザー生

成型コンテンツ（UGC）について、その普及や

アクセス数の相違がどのような要因で生じる

かを探った。また、UGC事業者の現状につい

て把握した。

個人の行動情報を
情報サービスへ活用促進
情報大航海プロジェクト
お客様：株式会社日立コンサルティング（経済産業省）

地域サイトの運営改善により
地域活性化を促進
官民協働による地域ポータルサイトの運営に関する調査研究業務
お客様：財団法人地方自治情報センター

消費者主導コンテンツの
普及要因を検討
ユーザー生成型コンテンツの現状に関する調査
お客様：総務省

IT社会の進展により、個人の存在が大きな力をもちはじめています。個人の声や知恵は掲示板サイト等を通して影響

力を高め、移動経路や購買履歴等個人の行動情報も携帯電話等に蓄積されることで、その価値が高まっています。こう

した流れが加速して、個人の知がスパイラル状に絡み合い、新たなビジネス・社会・文化が創造される次世代のIT社会

が期待されるなかで、三菱総研グループは価値あるプロジェクトを数多く手がけました。

語り合い、議論、
口コミ、共同作業

街角センサー
ソーシャルネットワーク
サービス（SNS）

GPS携帯電話

インターネット掲示板 パソコン閲覧履歴

個
人
の
声
や
意
見

個
人
の
行
動
情
報

知
の
ス
パ
イ
ラ
ル

評判分析
ランキング

行動情報分析
データマイニング

企業や国・自治体も動かす
ネット市民と知の集積

す

今だけ、ここだけ、あなただけの
街角広告、情報提供サービス

多様な趣味、目的の
地域ネットコミュニティ

地産地消を促進する
コミュニティサイト
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三 菱 総 研グル ープ は、誰もが 安 心して生 涯を送り、家 庭を築

き、困 難に直 面しても必 要 な支 援を受けられる、また、身 近 な

暮らしから安 全 保 障に至るまで、生 命や財 産の安 全 が 確 保さ

れる社 会の実 現に向けて、プロジェクトに取り組んでいます。

1つのシステム障害が、国民生活や産業活動に対し広範囲に影響を与える事

例が増えている。このような状況に対応し、経済産業省は、「情報システムの信

頼性向上に関するガイドライン」を公開して、情報システムに係る人々に情報

システムの信頼性向上を促している。本業務では、信頼性向上の取り組み状況

についてアンケート・ヒアリングを行い、ガイドラインの原案・改定案の取りま

とめ作業を行うとともに、有識者意見やパブリックコメントを反映した有用性

の高いガイドラインの作成に貢献した。

お客様企業では、グローバルな総合金融グループの一員として、金融商品や

金融サービスを利用した犯罪の防止を、経営の重要課題の1つと認識してい

る。犯罪によって得られたお金の出所を隠蔽するマネー・ローンダリング等の	

防止に関しても、さまざまな策を講じてきた。本業務では、お客様企業におけ

る管理態勢のさらなる高度化を図り、取引モニタリングシステムの導入を支援

した。態勢構築、実際のシステムの開発および運用支援までを実施した。

南関東地域では今後30年間にマグニチュード7程度の地震が発生する確率

が70％程度と公表されているが、千葉県民の防災意識は高いものとはいえな

い。まずは、自分の住んでいる地域が安全なのか危険なのか、危険であればど

のような対策を進めればよいのか、住民目線で詳細な情報を提供することが

重要である。本業務では、斬新なパンフレット、視覚に訴える啓発用映像・ホー

ムページ等を作成し、災害時イマジネーション対応能力の向上に貢献した。

食品スーパーマーケットチェーンであるお客様企業では、さらなるコスト削減

を追求する一方、社員のモチベーションを維持したうえでの持続的成長を求

めている。このようななかで、多様な雇用形態に対応した誰でも業務ができる

仕組みや、食材の品質や安全性の確保を容易にする仕組みの確立が課題と

なっていた。本業務では、経営・業務・情報システムの面から課題を洗い出し、

次世代の業務とシステムの青写真を策定する等、お客様の使命である「地域

のライフライン」の維持に向けたコンサルテーションを実施した。

食品の健康被害リスクのなかには、BSE（牛海綿状脳症）のように、科学的な評

価結果からは想像できない大規模な社会的反応を招き、社会・経済に甚大な

被害をもたらすものがある。 本業務は、このような社会的な反応の発生状況

のモニタリングやその予測手法の開発に取り組むものである。具体的には、食

品の健康被害リスクに関する報道量や消費者意識の変化について調査・分析

を行い、リスクに対する社会的な反応の予測手法の開発に取り組むとともに、

これらの成果を社会に還元すべく研究成果の出版等を支援した。

2009年、新型インフルエンザは、世界の喫緊の課題となった。三菱総合研究所

は、数年前から感染症に対する企業の事業継続マネジメントの計画策定支援

を行ってきた。相互依存性の高い現代社会では1企業の業務の停止が社会的

に多大な影響を与えることから、それぞれの主体が堅牢に機能することの意

義は大きい。とくに新型インフルエンザ対策は、中長期的な対応が求められ、

不確実な部分が多い。本業務では、行動の選択肢を準備し、実際の流行状況に

対応した柔軟な運用体制を取り入れ、さらに検証訓練の支援を行った。

情報システムの信頼性向上に向けたガイドラインを作成
情報システムの信頼性向上ガイドラインの作成
お客様：経済産業省

金融業務を利用した犯罪の防止に向けたシステムを整備
マネー・ローンダリング防止システム構築支援
お客様：某社

住民の災害時イマジネーション対応能力の向上に貢献
千葉県地震被害減災対策調査業務委託
お客様：千葉県

「地域のライフライン」 の維持に向けたコンサルテーション
次世代システム構築プロジェクト
お客様：某社

食品健康被害による社会的反応の予測手法を開発
「食品健康被害に伴う社会的過剰反応、予測手法の確立等に係る研究」支援業務
お客様：公立大学法人奈良県立医科大学

新型インフルエンザに対する
事業者の業務継続マネジメントを支援
新型インフルエンザ対策行動計画（パンデミックBCP）策定
お客様：某社

Project 3 Project 6

Project 2 Project 5

Project 1 Project 4

安 心 し て 心 豊 か に 暮 ら せ る 社 会
代表的なプロジェクトの紹介

Vision C
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2009トピック ： 豊かに拡がる元気高齢者の活動領域

上記トピックを具現化した2009プロジェクト事例

「70歳まで働ける企業」創出事業は、65歳以

上の高齢者が幅広い分野の企業でさまざま

な形で働くことを狙いとしている。本業務で

は、先行例の情報を収集・分析し、これから創

出事業に取り組む事業主団体や企業に向け

た実施支援マニュアルを作成した。

高齢者専用賃貸住宅において、食事や介護、

見守りサービス等がどのように提供されるか

は、入居者の関心が最も高い事項である。本

業務では、高齢者の「早めの住み替え先」とし

て社会的に期待が高い高齢者専用賃貸住宅

の入居者像を把握するとともに、介護サービ

スの利用実態を分析した。

高齢になっても元気に暮らすためには、適度

な運動や栄養摂取等、介護が必要な状態に

ならないための介護予防の取り組みが重要

である。本業務では、全国の市区町村におけ

る介護予防事業の取り組み状況や課題等を

調査し、今後のより効果的な介護予防事業の

あり方について提案を行った。

70歳まで働ける企業づくりを支援
「70歳まで働ける企業」創出事業のフォローアップ事業
お客様：厚生労働省

高齢者専用賃貸住宅の実態を把握・分析
高齢者専用賃貸住宅における介護サービス利用の実態調査
お客様：財団法人高齢者住宅財団

これからの介護予防のあり方を提案
介護予防事業のあり方に関する調査
お客様：財団法人日本公衆衛生協会

元気な高齢者

自営就労

在宅勤務

SOHO

技術伝承

シニアスタッフ

シニア起業
フルタイム勤務

生涯現役

顧問・アドバイザー

短時間勤務・
パートタイム勤務

旅行／
レクリエーション活動

稽古／修練

カルチャー
スタディ

趣味サークル

スポーツクラブ／
サークル

サークルリーダー

ボランティア
活動参加

次世代
支援・指導

NPO・NGO
参加／設立

コミュニティ
活動

NPOリーダー
自治体講習

習い事

学校教育
補助講師・師範

大学
社会人コース

稽古事

学位取得

作品発表

市民大学

働く

趣味・余暇
の充実

学ぶ／教える 社会貢献

経験と磨きをかけた能力で
新たな役割を担う

見識と練達を社会に
フィードバックする

地域で輝き、
社会貢献をリードする

充実した個人の活動で
社会を豊かにする

コミュニティ
フェーズ

インターコミュニティ
フェーズ

プロフェッショナル
フェーズ

元気な高齢者はすでに、経験と磨きをかけた能力で新たな役割を担い、豊富な社会経験を生かして、さまざまな分野

で活動をリードしています。地域の活動をさらに広汎な領域へつなげる役割も担います。学ぶ・教える等の分野でも、

見識と練達を社会にフィードバックします。そして、これからも充実した個人の活動で社会を豊かにするのが元気な

高齢者です。今期、三菱総研グループは、そのような高齢者の活動領域を支援するプロジェクトを推し進めました。



知の提供による社会貢献

16

1. 活動趣旨

三菱総合研究所では2008年11月に社長を委員長とした未来社会提言委員会を設置し、シンクタ

ンクとしての社会貢献活動の一環として、わが国の豊かな国づくり・未来社会ビジョン等長期的視

点での提言発信活動をスタートしました。わが国の総人口は2005年をピークにすでに減少に転

じ、2050年には9,500万人、65歳以上の老齢人口率が40％と予測されています。右肩上がりの成

長経済モデルから成熟型の経済モデルへの構造転換が必要な時期が到来しました。成長経済モ

デルにおいては、産業界は市場拡大、政府は社会インフラ整備、国民は勤労と、それぞれが各持ち

場の目標に向かって頑張れば、プラスの相乗効果を生み、総体として国民の経済的生活水準を向

上させることができました。しかし、成熟した経済においては、個別目標最適化ではなく、限られた

資源をどう配分するかという全体最適化が経済維持の重要ファクターとなります。2050年には世

界の人口は90億人に達し、経済規模もBRICs（ブラジル、ロシア、インド、中国）を中心とする新興国

の市場発展により2～3倍になると考えられ、食糧・水・鉱物資源枯渇・環境汚染・温暖化等、人類に

とって地球はますます小さな有限の存在となります。わが国は膨張する世界経済とのつながりを

深めるなかで、世界最先端の高齢化社会として成熟型の経済モデルにおける持続可能な国家運

営の道を模索しなければなりません。現在の延長線上で社会を設計するのではなく、望ましい未

来社会像を示し、それに向かうべき方策を描くバックキャスティング的思考で社会の全体最適化

を図る発想転換が必要となります。2050年には、現在の取り組みが、新しい経済モデルへの国家

運営のターニングポイントになったと振り返る日が来るかもしれません。三菱総合研究所は未来

社会提言活動を通じて、シンクタンクの社会的使命と考える「よりよい未来社会の実現」に貢献し

たいと考えています。

2. 提言『2050 年エネルギー環境ビジョン』について

提言活動の第一弾として、地球温暖化問題に対するわが国の長期ビジョンである『2050年エネル

ギー環境ビジョン』を作成しました。以下、提言内容を簡単に紹介します。1990年から2007年まで

に、わが国のGDPは1.25倍になりました。その間エネルギー消費量は、産業部門は省エネ努力に

より+6%でした。一方、家庭部門が+29%、業務部門が+22%、運輸部門が+17%と増加し、温室効

果ガス排出量は+8％増加しました。このように経済が発展して社会が豊かになればエネルギー消

費は増えますが、果たして2050年にCO2排出量を60％削減した日本社会が実現可能であるのか、

また、その際に国全体としてのエネルギーシステムコストを最小化するベストミックス対策はどう

あるべきか、この命題に対して三菱総合研究所ではMARKAL-JAPAN-MRIというエネルギーモデ

ルを使って、さまざまな想定ケースについて試算を行いました。標準ケース試算では、2050年まで

に以下のような総額109兆円のエネルギー環境対策投資を行うことにより、生活レベルを下げるこ

となくCO2排出量60%削減が可能であることがわかりました。

◇家庭部門：太陽光パネル（80GW導入、住宅約2軒に1軒）・高断熱住宅・高効率給湯器・省エネ家電・電化促進

◇業務部門：高断熱建築・電化促進

◇産業部門：ボイラーの天然ガス化

◇運輸部門：ハイブリッド車（2030年に90％普及）・電気自動車（2050年に80％普及）

◇発電部門：�原子力の現建設計画の実現＋大型炉への建て替え・風力発電（約20,000基・25GW導入、
2008年度実績1,500基・1.8GWの約13倍）・CCS（CO2回収・貯留※）

※二酸化炭素の貯留 ： �火力発電所や製鉄所等から大量に排出された、あるいは放出される直前の二酸化炭素を液化し、海洋や地中に埋め
てしまうこと、また、その技術。

CO2 排出量60%削減に必要な環境対策投資
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図 1　わが国のエネルギー消費推移
資料：経済産業省・財団法人日本エネルギー経済研究所 計量分析ユニット（EDMC）
	 「総合エネルギー統計」、EDMC 推計をもとに三菱総合研究所作成

図 2　部門別エネルギー消費
資料：三菱総合研究所推計

図 3　エネルギー供給源
資料：三菱総合研究所推計
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図4、5のように2050年には家庭生活での省エネが進み、エネルギー消費は2分の1、CO2排出量は

5分の1に削減されます。そのためには、省エネ家電・高断熱住宅・オール電化住宅・太陽光パネル

設置・ハイブリッド/電気自動車の普及が必要となります。また、あらゆる分野での電化促進と並行

して、発電部門では太陽光・風力・バイオマスといった再生可能エネルギーの大規模導入ととも

に、原子力発電比率を現行の28%から42%まで高める、石油からLNG（液化天然ガス）発電への転

換を図る必要があることがわかりました。その実現のためには、カギとなる太陽光パネル・電気自

動車等の普及のために公的補助金を投入して国内の安定市場を形成し、国内メーカーの技術開

発を加速し、低価格化を早期に実現することで、自立した内需産業化と、世界市場での競争優位の

確立が重要となります。わが国は世界に先駆けて、エネルギーシステムの革新を図り、省エネ技術

で世界市場を牽引することで、図6に示すように2050年に1人当たりGDPは1.7倍、CO2排出量は3

分の1という前人未踏の低炭素社会を実現することができます。

3. シンポジウムならびにその後の反響

2009年5月25日、大手町の日経カンファレンスルームにて第1回未来社会提言シンポジウムを開

催しました。民間企業を中心に144人の参加をいただき、理事長の小宮山による基調講演「課題

先進国ニッポン―エネルギー環境問題解決の糸口」に続き、提言『2050年エネルギー環境ビ

ジョン』を発表しました。シンポジウム以降、当提言に関して多くの民間企業ならびに官公庁の

方々と議論を行いました。微力ながら皆様の今後の検討材料を提供することができたのではない

かと思います。三菱総合研究所ホームページでのシンポジウム関連ページのアクセスも多く、多

くの方々の関心をいただきました。国においても温暖化ガス排出量対90年比－25%という中期目

標設定に向け大きな政策転換がスタートしますが、この高いハードルをどうやって実現していく

べきか、三菱総合研究所は今後も積極的な発信活動を行っていきたいと考えています。

提言内容は三菱総合研究所ホームページ（下記URL）よりご覧いただけます。

4. 今後の活動予定

未来社会提言委員会では現在、エネルギー問題に続き、食料問題と少子高齢化問題をわが国の

長期的重要課題であると考えています。農業従事者の約6割が65歳以上、若者の就農者数が伸び

ない現状を放置すれば、食料自給率の40％からのさらなる低下は避けらません。これは国民全体

の食料の安定供給にかかわる重大な問題です。また、2050年に65歳以上人口比率40％という高齢

化社会の到来を見据えた、抜本的な改革が待ったなしの課題です。当委員会ではこれら2テーマ

について長期的視点より提言の検討を始めました。来年（2010年）中には成果を発表させていた

だきますので、ご期待ください。

http://www.mri.co.jp/NEWS/teigen/2009812_1403.html
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図 4　家庭でのエネルギー消費
資料：三菱総合研究所推計

図 5　家庭での CO2 排出量
資料：三菱総合研究所推計

図 6　1 人当たりGDPとCO2 排出量の各国比較
	 資料：EDMC「エネルギー・経済統計要覧」データに
	 	 三菱総合研究所推計値を重ねて作成
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2009年5月6日放送のNHKスペシャル「“35歳”を救え あすの日本 未来からの提言」は、三菱総合

研究所とNHKが共同で行った研究の成果に基づいて制作されました。35歳世代は、人口の割合が

大きく、また、年代的にも今後日本の企業・経済・産業・社会の担い手の中核となりつつあります。

本スペシャルでは、この世代がかかえる課題や今後必要な施策をアンケートやシミュレーション

分析に基づいて提示しました。この「“35歳”を救え あすの日本 未来からの提言」は、番組放映後

も三菱総合研究所ホームページで情報発信を行うとともに、テレビ・雑誌等の取材を受けました。

さらに11月には、NHKとの共同で書籍として出版しました。

研究員の専門分野や関心領域について、最新動向やあるべき方向性をコラムという形でインター

ネット上で発信しています。

■Thinking TODAY

http://www.mri.co.jp/NEWS/column/thinking/index.html
さまざまな分野の最新動向を、客観的な分析と豊富な経験に基づいて読み解き、将来に向けたビジョンを
提示するとともに、シンクタンク流の視点でコメントします。

■流行解析

http://www.mri.co.jp/NEWS/kaiseki/index.html
カルチャー、エンターテインメントを中心に世の中の流行現象を、研究員の専門分野の知見を通して分析し
ます。各テーマの意外な一面や魅力を明らかにします。

■週刊 Take IT Easy

http://easy.mri.co.jp/
若手研究員らが独自の視点で、インターネット、ソフトウェア、ケータイ等の最新 ITトレンドを分析します。

図 1　理想の子どもの数

資料 ： 三菱総合研究所「35歳1万人調査」

図 2　理想の子どもの数をもたない理由
※理想の子どもの数の方が現実よりも多い回答者に聞いた

NHKスペシャル「“35歳”を救え あすの日本 未来からの提言」

コラム
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研究員の研究成果等を、出版・発行を通して情報発信しています。今期は、研究成果に基づく研究

論文集である「所報」、新時代の地域づくり・国づくりを考える情報誌「自治体チャンネル」を従来に

引き続き発行しました。さらに、社会意識の高い市民層を対象にした総合未来読本『フロネシス』

の10月創刊に向け、準備を進めました。その他、書籍では『戦略的農業経営―衰退脱却へのビ

ジネスモデル改革』『手にとるように経済がわかる本』『技術ブランド戦略―コアテクノロジーの

分析・選択・展開・管理』等を上梓しました。
総合未来読本  『フロネシス』

『戦略的農業経営
―衰退脱却へのビジネスモデル改革 』

『手にとるように経済がわかる本』

『技術ブランド戦略
―コアテクノロジーの分析・選択・展開・管理 』

このほか、三菱総合研究所では、講演、新聞・

雑誌等への寄稿、テレビ・ラジオ出演、プレス

リリース等、さまざまなメディアや活動を通し

て情報発信を行っています。

ISOのリスクマネジメント規格（ISO31000）とその用語規格（ISO 
GUIDE73）は、2009年に成立しました。野口研究理事は、この規格の
検討が始まった2005年から日本代表委員として国際WGに参加し、
国内委員会主査も務めました。また、ISO規格をJIS規格にするため
のWGの主査にも就任し、同時にISOで検討中のセキュリティ規格や
規格の整合化等の日本委員会のメンバーの一人として、現在も活動
しています。この一連のISOリスクマネジメント規格（ISO31000）の	
検討にかかわる国際WGでの日本代表委員としての活動は、三菱	
総合研究所が知の貢献を世界に向けて発揮した例の1つといえます。

ISOリスクマネジメント規格（ISO31000）  
国際WG日本代表委員としての活動

野口 和彦  
三菱総合研究所
研究理事

ISOリスクマネジメント規格（ISO31000）検討の国際WGの開催状況

第1回会議（2005年 9月／東京）	 規格策定の方針決定

第2回会議（2006年 2月／シドニー）	 ガイド73 : 2002の改正を決定

第3回会議（2006年 9月／ウィーン）	 規格の基本構成を決定

第4回会議（2007年 4月／オタワ）	 委員会原案の策定

第5回会議（2007年12月／三亜）	 規格原案の検討

第6回会議（2008年11月／シンガポール）	最終規格原案の策定

■ 講演・寄稿等の実施状況

講演

新聞・雑誌等への寄稿

テレビ・ラジオ出演

プレスリリース

482件

266件

24件

60件

研究員が、国際的な委員会や学会、国・自治

体・財界等の各種委員会等に委員として参画

して、社会における知的活動に参画・貢献して

います。

■ 委員就任の状況

学会における委員就任

その他の委員会等に
おける委員就任

18件

206件

出版

講演・寄稿等

各種委員
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三 菱 総 研グループでは、蓄 積した知 見や研 究 成 果に基づき、

学びの機 会を提 供する等、未 来 社 会の実 現を担う知 的 人 材の育 成に貢 献します。

高 校 生、大 学・大 学 院 生、自治 体 職員等を対 象に、多 様な活 動を展 開しています。
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未来共創塾の実施形式

通常のセミナー形式 研究員による講演（最新動向の解説）、質疑応答。

少人数対話型セミナー形式
参加者を少人数（10人程度）のグループに分け、グループ単位で研究
員の講演（最新動向の解説）と質疑応答、意見交換を並行して実施。

ワークショップ形式
参加者を少人数（10人程度）のグループに分け、研究員による解説
（オリエンテーション）後、研究員がコーディネーターとなって演習、
結果を発表し、グループ間でディスカッション。

高校生のための未来共創塾

三菱総合研究所では、“知による社会貢献活動”の1つとして「高校生のための未来共創塾」（以下、未来

共創塾）を2008年から開催しています。

未来共創塾は、次代を担う高校生が夢のある未来社会を描くためのお手伝いをしたいとの発想から生

まれました。シンクタンクらしいお手伝いとは何か？―それは生徒と研究員とが議論する場を用意す

ることではないか。生徒自らが積極的に考え、発言することが、“未来を考える”ための最良のスタイルと

考えました。したがって、未来共創塾では生徒に対して研究員が一方的に話す通常のセミナー形式は最

小限にとどめ、少人数のグループ・ディスカッションを軸に、生徒が聞く・読む・書く・まとめる・発表する

というスタイルで進められます。

テーマは、事前に生徒や教員から関心のある社会問題等を伺い、そのご要望に対して三菱総合研究所

がどのようなスタンスで対応できるかを調整したうえで決定しています。

2009年９月期は、６校合わせて387人の生徒が参加しました。

共立女子中学高等学校では、高校生だけでなく進路指導が始まる中学3年生も対象にしたい、生徒が興

味をもっているテーマはできるだけ取り上げたい、というご要望を踏まえ、１日１テーマで４日連続開

催のプログラムを企画・実施しました。夏休みにもかかわらず延べ147人の生徒が参加、４日間通しで

参加した生徒も少なくなく、同校生徒の意欲の高さがうかがえました。テーマの１つである「医療・介護

を考える」では、高齢者の体の不自由さを生徒に知ってもらうために高齢者擬似体験グッズを体に身に

付け、机上のディスカッションだけではない、実体験をもとにした問題解決のための意見交換や未来展

望が行われました。

また、今期で２回目の開催となった福島県立相馬高等学校の未来共創塾では、テーマの「サイエンスと

しての経済・経営」について生徒が事前に自主研究を行い、その成果を発表しました。これに対し、研究

員からは論理の展開や結論の導き方、結論そのものの妥当性の確認について直接、指導や評価が行わ

れ、非常にいい経験になったと好評でした。

［ 開 催 実 績 ］

［ 未 来 共 創 塾 と は ？ ］
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生徒と引率教員の方々の声をご紹介します。どなたも、日ごろの授業に

はない経験ができたと好評でした。また、講師として参加した研究員から

も、新しい発想や目線が得られて大いに参考になったとの意見が寄せら

れています。

未来共創塾は、現代社会を支える科学技術や情報技術等の幅広い知識

と、現代社会がかかえるさまざまな課題に高校生が触れるよいきっか

けとなっています。三菱総合研究所は、次代を担う高校生が自ら学び・

探求することの大切さを知る機会として、未来共創塾を今後も継続して

実施してまいります。

［関係者の声］

［今後の展開］

2009年９月期の未来共創塾 開催状況

学校名（対象） テーマ開催日

2009.6.19 環境問題と3Ｒ（Reduce, Reuse, Recycle）千代田区立九段中等教育学校
（中高一貫校／中学1年生全員）

2009.8.5
これからの低炭素社会づくり／高齢者社会における医療・介護／
企業におけるマーケティング戦略／持続可能性のある都市交通

広島学院高等学校 （1年生）

2009.9.9 豊かさを測る／防災シミュレーション／交通需要予測群馬県立高崎高等学校 （2年生）

2009.9.30 サイエンスとしての経済・経営～消費者行動と商品開発福島県立相馬高等学校 （2年生）

2009.9.30 環境問題および資源・エネルギー制約への具体的対策徳島県立脇町高等学校 （2年生）

2009.7.27

2009.7.28

2009.7.29

2009.7.30

環境・エネルギーを考える

食を考える

経営･マーケティングを考える

医療・介護を考える

共立女子中学高等学校
（中高一貫高／中学3年生～高校3年生）

〈生徒さんからの声〉

●今までは環境問題といっても具体的なことやどんな対策があるかわからな

かったのですが、今回未来共創塾に参加して、今まで疑問に思っていたことが

解決して、興味がわきました。 ●学校では｢自分の意見を言う｣ということはほと

んどないので、そういう機会があり、とてもうれしく思います。私は普段の生活で

も意見を言っても、その後まわりの人の意見に動かされてしまうので、いい経験

になったとともに、また参加したいと思いました。 ●環境に関連した進路を考え

ているので、環境問題の知識を得られてよかったです。 ●今後もこのようなセミ

ナーがあったら参加したいと思います。 ●講義の内容が初めに思っていた以上

に深くて、今日だけで知識が増えたと思う。ドラえもん、サツキとメイの社会の比

較はとてもよかった。とても楽しかったです。ありがとうございました。 ●また来

年もやってほしいです。 ●ある分野に興味をもち、将来を考える機会をくれたの

で、この未来共創塾に参加して本当によかったと思います。グループワークも楽

しかったです。ぜひこれからも続けてほしいです。 ●今、そして将来私たちが何

をすべきかがよくわかった。違う人の意見も聞けてよかった。 ●貴重なお話をた

くさん聞くことができ、本当に有意義な時間を過ごすことができました。今回の

お話を参考にし、今後の進路決定に役立てたいと思っています。

〈引率された教員の方々からの声〉

●このような場をご提案いただき、大変感謝している。参加した生徒の目の輝き

は、学校で見るものとは違っている。生徒にもわれわれにも大きな刺激になった。 

●女性の研究員が活躍している姿を見て、生徒（女子高）へ大きな刺激になった。 

●皆様の丁寧なご説明や適切なご指導ご助言により、内容の濃い、充実した時間と

なりました。生徒たちは視野を広げることができ、進路を考えるうえで大変参考に

なったとの感想で、今後の高校生活をより有意義に過ごせるものと確信しています。

〈講師となった研究員の声〉

●今回最も強く印象に残ったのは、真剣に意見を述べ合う、生き生きとした生

徒さんたちの姿です。これからの社会を担う子どもたちに、シンクタンカーの

知見を提供し、共に学び考える機会を提供することが、私たちに期待される

CSR活動の1つであるとともに、シンクタンクという存在の本質であることにあ

らためて気づかされました。

（三菱総合研究所 環境・エネルギー研究本部 寺澤千尋研究員）

●高校生には少し難易度の高い本を課題図書に指定しましたが、参加者全員

がしっかりと読んできており、また、講義が終わってから本質をついた質問や

議論が出てくる等、向学心の高さがとても印象的でした。社会で何が起きてい

るかを正確に伝え、問題意識を育成する責任がわれわれにあることを、あらた

めて自覚する貴重な機会となりました。

（三菱総合研究所 経営コンサルティング本部 野呂義久主席研究員）
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各大学からの連携要望に応える形で連携協定を結び、社員を客員教授

として派遣しています。また、連携大学以外にも数多くの大学で社員が

講義を担当し、大学教育に貢献しています。

大学教育等への協力

〈大学側からの評価〉

●新入生を主たる対象とした基礎科目の1つである「現代社会論」は、2004年

度の開講以来、受講生たちによって高い評価がなされています。多岐にわた

る現代社会の諸問題について、それぞれの専門家が豊富なデータに基づき、

わかりやすく丁寧に説明していただいていることや講師の皆さん全員による

熱心な総合討議は、受講生の人気を博しております。これまでの学生指導に

感謝を申し上げるとともに、今後とも継続していただけるのであれば、大変

ありがたく存じます。

（早稲田大学スポーツ科学学術院 間野義之教授）

早稲田大学スポーツ科学部と連携し、同部において学部生向けに「現

代社会論」という寄附講座を開設しています。2009年度は、毎回異なる

テーマと講師により計15回の講義を開催し、167人の受講者を得まし

た。講義では、双方向、参加型の講義で、受講者の皆さん自身が自分の頭

で考える機会をもてるよう心がけています。また、評価にあたっても、現

代社会の課題に対して、自分なりの視点で問題点や論点を整理したうえ

で、自分の考えをもとに解決策を示せているかどうかを重視しています。

早稲田大学寄附講座「現代社会論」

地方分権の最前線においてその推進者として期待される、地方公共団

体等の若手職員を研修生として受け入れています。民間シンクタンクの

現場でのOn the job trainingや自主企画等を通じて時代の先を読み、

タイムリーな問題解決に対応しうる能力を高めるための研修を行って

います。1983年のスタート以来25年間で、約50の自治体等から延べ300

人以上の研修生を受け入れてきました。研修プログラムのなかで特徴

的なものとして、研究員の指導のもと、テーマ・仮説の設定、分析調査、

報告のすべてを研修生が行う自主研究があります。その成果は「自治体

チャンネル」（P19参照）誌面等で公開され、高い評価を受けています。

2009年度には、下記の3つのテーマで自主研究が行われ、9月には研修

生OB・OGや派遣元職員等の方を招いて成果発表会が開催されました。

〈2009年度研修生の自主研究テーマ〉

◇公益法人制度改革に
　関する調査研究

◇都道府県災害対策本部
　運営方法の現状と提案

◇太陽光発電の普及による
　循環型社会の構築に向けて

これからの低炭素社会づくり／高齢者社会における医療・介護／
企業におけるマーケティング戦略／持続可能性のある都市交通

豊かさを測る／防災シミュレーション／交通需要予測

サイエンスとしての経済・経営～消費者行動と商品開発

環境問題および資源・エネルギー制約への具体的対策

■ 連携大学院等 （連携開始年順）

一橋大学大学院／北陸先端科学技術大学院大学／

大阪大学大学院／横浜国立大学大学院／

早稲田大学スポーツ科学部（寄附講座）

■ 非常勤講師 （「全国学校総覧」掲載順）

埼玉大学／東京大学／東京大学大学院／東京工業大学／

東京工業大学大学院／お茶の水女子大学／東京農工大学／

名古屋大学大学院／京都工芸繊維大学／島根大学／宮崎大学／

北陸先端科学技術大学院大学／青森公立大学／筑波学院大学／

学習院大学／慶応義塾大学／聖路加看護大学／中央大学／

中央大学大学院／東京農業大学／東邦大学／東洋大学／

二松学舎大学大学院／日本大学大学院／法政大学／東京都市大学／

明治学院大学／早稲田大学／産業医科大学

今回私が参加したインターンシップのテーマは、バイオ燃料導入にか

かわる持続可能性の基準策定の際に生物多様性をいかに配慮してい

くべきか、その政策提言を行うというものでした。大学院では日本の蚕

糸業について文化人類学というアプローチから研究をしていますが、

政策を作る側というよりはむしろ政策の影響が反映される現場を調査

しているといえます。今回は“政策を作る”現場を体験させていただきま

したが、それはダイナミックかつ複雑に動く現代社会のなかで、多様な

立場の声に耳を傾けながらも最終的に1つの政策にしなくてはならな

い責任ある仕事であって、その難しさを間近に感じました。政策を考え

るには、広い視野をもち、多面的な視点から考える姿勢が必要と痛感し

ました。この貴重な経験を忘れずに、私個人の研究も実社会とのつな

がりをつねに意識し、緊張感を保ちながら進めていきたいと思います。

沢辺 満智子さん
一橋大学大学院  社会学研究科
地球社会研究専攻  修士課程1年

インターンシップ生感想

連携協定を結んだ大学をはじめとする多くの大学から、インターンシッ

プを毎年二十数人受け入れて、社員の指導のもと、実際の調査研究プ

ロジェクトを通じた生きた研修を行っています。

自治体等研修生の受け入れインターンシップ

自主研究成果発表会
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環境経営の基本的な考え方

三菱総研グループは、事業活動のなかに環境配慮を組み込み、その取り組みを通じて社会に貢献

しています。また、社会とともに持続的発展を果たすことを目指し、環境経営を推進しています。従

業員の環境意識啓発を図り、「社会」「生産・業務プロセス」「製品・サービス」のグリーン化につな

がる活動を展開しています。環境マネジメントシステム（EMS）を環境経営のツールとして活用し

て、CSR・社会貢献による企業価値の向上を目指します。

■EMSの目指すべき方向

●三菱総研グループへのEMS拡大
グループとして環境経営を推進するため、三菱総研DCSへのEMSの拡大に向けて活動を開始しています。

まず、本社を対象にEMSの構築を検討しています。

●環境レバレッジ効果の測定
三菱総合研究所では、お客様からの受託プロジェクトにおいて環境配慮の取り組みを実践しています。提案

した内容がお客様や社会において実現された場合、間接的な影響としてCO2排出削減効果がどの程度見

込めるのかを代表的なプロジェクトについて算定する試みを行っています。

●エコキャップ運動への参加
三菱総研DCSで行っていたペットボトルキャップの回収を三菱総合研究所でも2009年9月期より開始しま

した。合わせて約7万個のキャップを回収し、世界の子どもたちへのワクチン接種に貢献しました。

●廃棄物処理場見学会
三菱総合研究所から排出されるOA機器の中間処理場を訪れ、普段はなかなか見ることのできない解体・

分別作業を見学し、資源のリサイクルについて環境意識を啓発しました。

●ワークショップの開催
三菱総合研究所では、各本部の環境管理担当者を集めて、三菱総研グループの環境経営について集中的

に討議するワークショップを開催しました。環境経営の高度化に向けた社員の意見をボトムアップで収集

し、環境活動の改善に反映させていきます。

●『うちエコ・アイデア』募集
三菱総研DCSでは、チーム・マイナス6％の冬の統一テーマ「ウチから暖めよう」を受けて、社内企画として

「自宅で行っているエコ対策・身近なエコ対策」を募集し、約40件の取り組みが集まりました。

●『CO2ダイエット2009夏』に参加
三菱総研DCSでは、「CO2ダイエット宣言書」約400枚を回収しました。これにより、苗木20本が寄贈されます。

1年間の主な動き

ワークショップ

産業廃棄物中間処理場の見学会

環境意識啓発

生産・業務プロセスの
グリーン化

システム コンプライアンス

業務改善による環境負荷の軽減
（省エネ・省資源・廃棄物管理・グリーン購入）

社会のグリーン化

新たな環境ビジネスのインキュベーション、
自主研究成果および環境情報の発信

製品･サービスの
グリーン化

本業における環境貢献の実践

ビジョン

CSR・社会貢献による
企業価値の向上
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環境パフォーマンス

●プロジェクトにおける環境貢献活動
プロジェクトを通じて行っている環境貢献の内容は、省エネルギー・省資源（業務改善・効率化・生産性向上に

よるものを含む）が多くなっています。2008年9月期と比較すると、省エネルギー・省資源や資源有効利用・廃棄

物削減の比率がやや増加しています。

●CO2 排出量
三菱総研グループのCO2排出量は、約9,000t -CO2 /年と増加傾向にあります。データセンターの顧客増加が主

な要因です。単位面積当たりのCO2排出量は、2008年9月期と比較して約15％増加しています。

●業務改善による環境負荷の軽減
事業所内においては、業務プロセスの改善によって省エネルギー・省資源を推進しています。その結果、2008

年9月期と比較して、単位面積当たりの電気使用量は、千葉情報センターのサービス拡大の影響もあり、約15％

増加しましたが、１人当たりの紙使用量は、約5％削減することができました。電気使用量削減の取り組みとし

て、照明用人感センサーの設置や、OA機器の省電力設定を実施しました。さらなる取り組みとして、業務プロセ

スを再検討し、業務の効率化、生産性の向上による省エネルギー・省資源を推進しています。
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●プロジェクトにおける環境貢献の状況

● CO2 排出量の推移

●紙使用量と電気使用量の推移

●環境情報の発信
未来社会提言委員会において、少ないエネルギー資源で効率よい経済活動と快適な国民生活を維持する

ための提言『2050年エネルギー環境ビジョン』を取りまとめ、これを発表するシンポジウムを開催しました

（P16・17参照）。また、週刊環境コラム「MRI Eco. Weekly」（http://www.mri.co.jp/NEWS/column/eco/

index.html）では、研究員が社会に対する提言を続けています。このなかでは、環境問題全般の対策や地球

温暖化防止に関するコラムを多く発信しました。とくに、世界的な経済危機を「100年に１度の好機」に転じ

る、持続可能な社会への転換に向けた総額30兆円の大型景気対策を提言しました。重点分野への投資政策

「4つのニューディール」の1つ「グリーン・ニューディール」では、世界が目指す脱炭素社会を実現する一方、

「環境先進国ニッポン｣であり続けるためにも、スマートグリッド(次世代電力網)、グリーンIT、太陽光発電、

電気自動車、自転車によるまちづくり等に5.09兆円の投資を行うことを提案しました。

●環境に関する表彰制度の創設
従業員の環境意識をさらに向上させ、本業における環境貢献をいっそう進めるため環境プロジェクト賞を創設し

ました。顧客満足度の高いプロジェクトのうち、環境配慮の取り組みも優れているプロジェクトを表彰しています。

■4つのニューディールによる未来生活都市（中心市街地）のイメージ例
・	中心市街地から1km内に街が形成。賑わいのある中心市街地
 （医療機関、職場、住居、商店、学校等）

・	移動は徒歩、自転車、LRT、小型電気自動車

・	自給エネルギー、電気自動車、スマートグリッド
	 等による低炭素エネルギーの供給

1階に商業施設、
2階以上は事務所と住宅

小型電気自動車のカー
シェアリングと充電装置

グループリビング・ケアハウス

高齢者が助け合いながら生活
する集合住宅

トランジットモール

公共交通機関（LRT、タクシー）
と歩行者に開放された道路

LRT（低床式路面電車）

スマートグリッド（次世代電力網）

太陽光発電パネル

※三菱総合研究所、エム・アール・アイ リサーチアソシエイツの
データ。環境配慮の取り組みを実施したプロジェクト件数を100％
としたときの件数比率（複数回答）を示す。

※三菱総合研究所、三菱総研DCS、エム・アール・アイ ビジネス、
エム・アール・アイ リサーチアソシエイツ、エム・アール・アイ ス
タッフサービス、ディー・シー・オペレーションズ、東北ディーシー
エス、ダイヤモンド富士ソフトの推移。ただし、2007年9月期は
ディー・シー・オペレーションズを含まない。

※三菱総合研究所、三菱総研DCS、エム・アール・アイ ビジネス、
エム・アール・アイ リサーチアソシエイツ、エム・アール・アイ ス
タッフサービス、ディー・シー・オペレーションズ、東北ディーシー
エス、ダイヤモンド富士ソフトの推移。ただし、2007年9月期は
ディー・シー・オペレーションズを含まない。
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三 菱 総 研グループは、社 会の一員として、

社 会、お 客 様、株 主、ビジネス・パートナー、従 業員等、

さまざまなステークホルダーに対する責 任を果たします。

また、そのために必 要な社 内の仕 組みを構 築し、的 確に運 用します。
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ステークホルダーに対する責任

●長期的視点からわが国の豊かな国づくり等を提言する未来社会提言活動として、地球温暖化問題に対する

わが国の長期ビジョン『2050年エネルギー環境ビジョン』を作成し、2009年5月第1回未来社会提言シンポ

ジウムにて発表しました（P16・17参照）。

●未来を担う世代の人材育成への貢献として「高校生のための未来共創塾」を開催し、6校、計387人の中高

生に参加していただきました（P21・22参照）。

●市民社会のための知的メディアとして、総合未来読本『フロネシス』の創刊準備を進めました（P19参照）。

三菱総研グループでは、

■各種法令を遵守するとともに、社会的規範も尊重した企業活動を行っています。

■人権を尊重し、差別的取り扱いや性的嫌がらせを行いません。

■反社会的勢力には、毅然とした態度で臨み、いっさいの関係を遮断しています。

■企業活動を通じて入手した機密情報・個人情報を適切に管理し、保護を徹底しています。

■第三者の知的財産権（著作権・特許権等）を適切に取り扱っています。

■会計・税務処理を関係法令に従って適正に行い、企業活動の成果を社会に還元しています。

■経営に関する情報を適時・適切に開示し、株式の不公正な取引（インサイダー取引）を行いません。

■シンクタンクとして、プロジェクトの遂行を通じ、国内外の社会的な問題・課題の解決に取り組んでいます（P8〜19参照）。

■社会の持続的発展を目指して、地球環境に配慮した企業活動を行います（P24・25参照）。

●業務プロセスの改善を図り、多様で高度な専門性に基づく総合力を発揮した創造的で高品質な成果によ

り、お客様の高いご満足を得られるように努めています。

●情報管理・機密保持を徹底し、お客様等からお預かりした情報を適切に管理しています。

●さまざまなリスク予兆を早期に発見して、未然防止を進めるとともに、災害を含めた危機の発生時には、円

滑な危機対応や事業復旧を推進し、お客様への影響を最小限にとどめるよう努めています。

三菱総合研究所では、継続的な品質向上を図るため、原則としてすべてのプロジェクトを対象として	

｢お客様満足度調査」を実施しています。そして、その結果と研究員による自己評価を対比させ、お客様満足

をさらに高める仕組みを運用しています。このような取り組みの結果、お客様満足度は向上してきております

が、ここ数年ご満足いただいているお客様は98％と、100％に至っておりません。このため、引き続きお客様

のニーズを確実に把握し、課題を解決し、お客様に安心していただけるプロジェクト遂行管理を徹底すること

で、すべてのお客様にご満足いただけるよう努力を続けています。また、お客様から高い評価をいただいた

プロジェクトについて、その優れた点を共有し全体の品質向上を図っています。このような取り組みとして、

毎年、三菱総研DCSと合同で「エクセレント・プロジェクト表彰」を実施する等しています。

1 社会に対して

2 お客様に対して
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3 株主・投資家に対して

●お客様や社会からの期待に応えるべく、当グループ内だけでなくさま

ざまな取引先や専門家の知識や知恵を結集して、より高い価値の実

現を目指しています。

●高い成果を実現すべく、ISO9001の品質マネジメントシステムに基づ

いた取引先の品質評価・格付けを定期的に実施し、より優れた取引先

の発掘とその取引先との協業により成果品質の向上に努めました。

●とくに、三菱総合研究所では官公庁プロジェクトでの調査業務を多数

実施していますが、その調査手段となるアンケート調査・分析の品質

を高めるべく、アンケート・ヒアリング指定取引先制度を導入し、子会

社の育成を図るとともに優れた取引先との協業を促進しました。

4 ビジネス･パートナーに対して

●株主・投資家の皆様をはじめとするあらゆるステークホルダーに対し、

「適時、適正、公正かつ公平に重要情報の開示を行うこと」を基本方

針に、適時・適切な情報開示を行っています。また、以下の原則を遵

守して、重要情報の開示に当たりました。

〈情報開示の基本原則〉

１．適時性	：	情報の開示は、重要情報が発生した後、適時かつ遅延な	

	 	 く行います。

２．適正性	：	情報の開示は、事実に即して適正に行います。

３．公正性	：	情報の開示は、重要情報が当社にとって有利か不利かを	
	 	 問わず、取引所の適時開示関係規則を遵守して行います。

４．公平性	：	情報の開示は、株主や投資家等の利害関係者に対して	
	 	 平等に行います。

適時・適切な情報開示

●2008年12月に開催した第39回定時株主総会では、ナレーション入り

の事業報告映像等を使い、わかりやすい事業報告に努めました。

●2010年9月期より、年2回、株主通信を通じて、当グループの活動内

容、事業概況等をわかりやすくご報告します。また、今後のIR活動の

参考とさせていただくため、株主アンケートの実施を予定していま

す。それらのための準備を行いました。

株主の皆様とのコミュニケーションの充実

●株主・投資家の皆様をはじめとするあらゆるステークホルダーに対し、

「事業内容、経営戦略、業績動向等についての理解を促進し、適切な

企業価値の評価に資するために有効な情報について、積極的に、わ

かりやすく説明すること」を基本方針に、IR活動を行っています。

●決算説明会や個別取材対応を通じたコミュニケーションの充実に向

けた検討、準備を行いました。

●2009年9月、三菱総合研究所

ホームページに「投資家情報」

のページを開設し、インター

ネットによる情報発信を開始し

ました。当グループの業績関連

の情報を公開するとともに、個

人投資家の皆様に事業内容を

より深く理解していただくため、

「三菱総合研究所はどんな会

社？」コーナーを設け、当グルー

プの活動の一部を紹介してい

ます。

●当グループの事業内容をよりいっそう理解していただくため、アニュ

アルレポートの発刊（2010年1月予定）に向けた準備を進めました。

IR活動

●三菱総合研究所では、従来よりソリューション事業の発展に注力して

いますが、子会社である三菱総研DCSとも協力して、高度なITソリュー

ション事業にも注力できる取引先の開拓と品質向上を推進しました。

●お客様や社会の期待に応えるためにはコンプライアンスこそすべて

の事業の基盤と考え、該当する取引先とは下請代金支払遅延等防止

法に基づいた取引を実施しました。また、個人情報保護や情報セキュ

リティ配慮にも、万全を期した取引を推進しました。
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5 従業員・家族に対して

●「多彩な個性による総合力の発揮」の経営理念のもと、社員一人ひと

りの人権を尊重し、多彩な人材が生き生きと働く制度・就業環境の整

備、運用を進めました。

□ 社員の能力開発支援

全社研修のほかに、社員が自ら行う能力開発や自己啓発を支援する補助

制度、休暇制度等を運用し、自己実現に向けた活動を支援しています。

□ ダイバーシティの推進

性別、年齢等を問わず、多彩な社員が働きやすい制度・就業環境の整備

を進めるとともに、シニア、障がい者、外国人の採用を進めています。ま

た、社員一人ひとりを尊重する、人権啓発の活動を行っています。あわ

せて、ハラスメントの防止に向け、マニュアル整備、専用の相談窓口の

設置等の取り組みを行っています。

□ 心身の健康増進とゆとり向上に向けた取り組み

全社をあげて計画的な業務遂行を進めるとともに、ゆとり創出キャン

ペーンを実施して休暇取得促進等を進めました。さらに、産業医や提

携医療機関と連携しながら社員の心身の健康増進のための施策を実

施し、とくにメンタルヘルスについては管理職の意識と対応力の向上

を図りました。

●仕事と家庭を調和させ、相乗作用を及ぼし合う好循環を生み出すこ

とを目的に、ワーク・ライフバランスの取り組みを進めています。と

くに少子高齢化への対応については、第2子以降誕生時の育児支援

金の支給、子が満9歳（小学校4年生）の4月末日を迎えるまでの育児

勤務制度の整備、出産・育児ハンドブックの作成、在宅勤務の導入等、

世の中に先駆けて仕事と家庭の両立のための制度を整備、運用して

います。また、育児休職制度・育児勤務制度は制度利用の対象となる

女性社員はほぼ100％が利用し、男性社員の利用も増加しています。

こうした取り組みが認められ、三菱総合研究所、三菱総研DCSともに

「次世代育成支援対策推進法に基づく基準適合一般事業主」として

東京労働局長からの認定を受けています。

●「Two way コミュニケーション」を合言葉に、社内コミュニケーション

の活性化に力を入れています。「相互理解」と「共有」を促し、働きや

すい職場環境づくりや、理念・経営方針の浸透、求心力の向上を進め

ました。この一環として社員の親睦会が組織され、クラブ活動や懇親

会等が活発に行われています。

●三菱総研DCSでは、社員の子どもを対象に、夏休みを利用して「子ど

も参観日」を実施しました。この活動は、働く親の姿を子どもたちに見

せることで家族のコミュニケーションを深め、実際の職場を見ること

で、子どもたちの就業感・社会性を育てることを目的としています。

●三菱総合研究所では、社会貢献活動を支援するために、社員がNPO

法人等公益を目的とする法人や被災地支援等のために寄付を行っ

た場合に、会社も同額の寄付を行う「マッチング寄付制度」を運用し

ています。また、三菱総研DCSでは、「ボランティア休暇制度」（年3日

間）を設け、社員の社会貢献活動を支援しています。

リユースＰＣ寄贈プログラム

三菱総研DCSでは、社内の除却済み

パソコンをNPO団体を通じて、社会

福祉団体や教育機関等へ提供するプ

ログラムに参加しています。2007年

から2009年まで合計161台を提供し

ています。IT企業としての特性を生か

せる社会貢献活動として、今後も継続

実施してまいります。

三菱総研DCS

除却済みPC

NPO法人イー・エルダー

除却済みPCを、データを完全に消去してご提供

社会福祉団体、教育機関等
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社会的責任を果たすための仕組み

公明正大な企業活動を通じて、社会・顧客および株主の皆様の期待に

応えるため、透明で実効性の高いコーポレートガバナンス体制を構築

しています。取締役の半数、監査役の過半数を社外から登用すること

で、社外の視点を積極的に経営に生かしています。また、これら法定の

機関・制度に加えて、下図に示すように重要な業務執行については事

前に各種委員会に諮問を行う等、コーポレートガバナンスの持続的な

改善・強化が可能な内部統制システムを構築しています。

総合リスク管理システム（Advanced Risk Management System：

A-RMS）を構築し、社長以下、全社一丸で危機の未然防止と危機管理に

取り組んでいます。具体的には、品質管理等の個別のマネジメントに

加えて、リスクの予兆を迅速に把握し対応するリスクモニタリング等を

グループ内で展開しています。また、事業継続マネジメント（Business 

Continuity Management：BCM）も実施しており、災害発生時の初動対

株主総会

取締役会 監査役・監査役会

経営会議

内部統制委員会

コンプライアンス
小委員会

コンプライアンス
担当役員

コンプライアンス担当

連結経営委員会 事業支援
部門

コーポレート
部門

事業部門

重要な子会社
（三菱総研DCS）

リスクの特定・計測・コントロール・モニタリングによるリスク管理

経営上の重要事項に関して
事前協議を行う覚書の締結

緊急時には、社長に報告のうえ、対応を行う

重要事項の付議・業務執行の報告

※各本部に配置

内部監査

選任・解任 選任・解任
報酬（枠）の決定

選任・解任
報酬（枠）の決定

監査・報告 監査・報告

報告

会計監査 選定・監督 監査連携
連携

ITガバナンス
委員会

プロジェクトリスク
委員会

会計監査人

業務執行組織
社長 監査室

■内部統制体制図

応から事業復旧まで、およびインフルエンザパンデミック対応等を円滑

に推進できる体制づくりを進めています。一方、コンプライアンスを経

営の最重要課題と考え、「行動規準」を制定してグループ全体で趣旨を

共有するとともに、外部通報先を含む内部通報制度を構築して、コンプ

ライアンスに反する行為を発見した社員には通報を義務づける等コン

プライアンスの実践に注力しています。

情報を創造する企業として、情報を適切に取り扱い、その活用に努め、

またセキュリティを確保することが、企業活動の根幹を成すものと考え

ており、ITガバナンス体制を構築しています。すなわち、最高情報責任者

を任命し、情報システムの企画、整備、運用等を統制するITガバナンス

委員会を設置し、ITシステムの高度化、情報セキュリティ確保、事業継続

性確保等の観点から、種々の対策を実施しています。施策として、私有

PCの業務上利用禁止の徹底、データ持ち出し時の暗号化義務づけ、社

員の意識向上のための社内教育eラーニング等を行い、対策の継続的

改善を実施しています。

コーポレートガバナンス

ITガバナンス・情報セキュリティ

リスク管理・コンプライアンス
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●3つのマネジメントシステム

三菱総合研究所は、CSR経営の基盤である経営マネジメントシステムと

して、個人情報保護マネジメントシステム（PMS）、品質マネジメントシ

ステム（QMS）、環境マネジメントシステム（EMS）を運用しています。こ

れら3つのシステムにより法令遵守、お客様満足度の向上、業務改善、生

産性向上、パフォーマンスの向上、社会貢献等の視点で業務管理を行っ

ています。三菱総合研究所が受託する毎年約2,000件のプロジェクトに

おいては、アンケート調査や委員会運営、セミナー開催等個人情報を扱

う機会も多くあり、個人情報の適切な取り扱いおよび管理を実施してい

ます。また、プロジェクト遂行プロセスの適切な管理やナレッジシェアリ

ング等により、サービスや成果品の品質の向上を図っております。そし

て、お客様に対して環境配慮の提案を行い、間接的に持続可能な社会

づくり、環境負荷の軽減に貢献する取り組みを実施しています。

●この１年の主な改善点

PMSでは、子会社（エム・アール・アイ ビジネス、エム・アール・アイ リ

サーチアソシエイツ、エム・アール・アイ スタッフサービス）がPマー

クを取得し、三菱総合研究所とともに適切な運用・管理を実施して	

〈個人情報保護方針〉

１．個人情報の管理	 ２．個人情報の取得および利用

３．個人情報の提供	 ４．個人情報の外部委託

５．個人情報の安全対策	 ６．個人情報の苦情・相談への対応

７．個人情報の取扱いに関する法令、国が定める指針、その他の規範の遵守

８．個人情報保護マネジメントシステムの継続的改善

〈品質方針〉

１．三菱総合研究所の業務は顧客事業の発展に貢献してはじめて価値を持つと認識します。

２．顧客ニーズを的確に把握するため、潜在ニーズの発掘に努めます。

３．顧客ニーズに応える品質を提供するよう自律的な品質向上活動を行ないます。

４．品質マネジメントシステムを構築し、その有効性を継続的に改善します。

〈環境方針〉

環境問題に関する調査・研究の先駆的な実績を生かし、全社

一体となって事業活動における環境負荷軽減に努め、持続可

能な社会づくりへの知的貢献を行います。

１．持続可能な社会に向けての経営の実践

２．業務活動における環境影響の軽減

３．地球環境保全に向けた社会貢献の実践

４．法規制等の遵守

５．従業員等の参加による環境貢献

６．継続的改善

CMMIの取り組み

三菱総研グループでは、高品質経営を推進するため、ソフト
ウェア開発プロセスの能力成熟度を評価・判断する国際的な
指標であるCMMI（Capability Maturity Model Integration、米
国カーネギーメロン大学 ソフトウェア工学研究所にて開発）
に基づいた開発プロセスの標準化と定着に取り組んでいま
す。三菱総合研究所では、顧客満足重視の経営を推進し、社会
とお客様にとってベストなソリューションを提供できるよう、
ISO9001に基づく品質マネジメントシステムを構築・運用し
ております。これに加えITソリューション事業の展開に伴い、
2006年10月にISO9001の仕組みのなかにシステム開発プロ
ジェクトのための品質管理手順を整備するとともに、2007年2
月以降はCMMIに基づいたプロセス標準化・品質向上活動に
取り組んでまいりました。また、三菱総研DCS（以下、DCS）で
は、CMMIのモデルを参考に「DCS開発標準」を構築し、2006年
の標準プロセス制度化とプロジェクトへの試行適用を経て、
2007年10月より全社適用を開始しました。全社員を対象とした
トレーニングや、開発標準の継続的改善に取り組み、開発部門
ごとの品質保証体制によるテーラリング支援やプロセスチェッ
クを通して、開発標準の定着を図っております。2008年には
三菱総合研究所のソリューション部門、ならびにDCSのカード
開発部および東北DCSシステム第二部、金融開発部、ソリュー
ション開発部を対象としてCMMIに基づく評定が実施され、「組
織として安定的に一定水準の品質が提供できる開発能力を有
している」成熟度レベル3を達成していると評価されました。

います。QMSでは、組織的な遂行管理の徹底と専門性の向上等により

品質向上を図っています。EMSでは、プロジェクト遂行における環境配

慮の推進、エコキャップ運動等の社会貢献活動への参加や執務室にお

ける省エネルギー対策の実施により環境経営を推進しています。

●システム改善の仕組み

それぞれのマネジメントシステムの高度化や業務改善を議論する場と

して、業務改革推進委員会を設置し、毎月開催しています。また、四半期

ごとに各マネジメントシステムの運用状況を点検し、この委員会に報告

しています。毎期末には、マネジメントレビューを実施し、システムを継

続的に改善するとともに、来期の計画を策定しています。

●力量向上のための取り組み

マネジメントシステムの有効性を高めるためには、社員のマネジメン

トシステムに対する理解と実践が不可欠です。三菱総合研究所では、

全社一斉のeラーニング、新入社員やキャリア入社者、プロジェクトリー

ダー等への階層別研修により、基本的な確認事項、システムの変更点、

社会動向等を学習し、力量の向上を図っています。

経営マネジメントシステム（個人情報保護、品質、環境）

Plan
計画

Do
実施・運用

Act
経営者による
見直し

Check
点検

方針の
継続的改善



ステークホルダーとのコミュニケーション

32

ステークホルダーとのコミュニケーション

三菱総研グループでは、多様なステークホルダーに対してさまざまな方法でコミュニケーションを

行い、CSR経営・活動の説明責任を果たすとともに、ステークホルダーの要望や期待を把握し、CSR

経営・活動の改善を図っています。

具体的には、以下の方法により、コミュニケーションを行いました。

分  類

報告書

定期刊行物

インターネット

会合

アンケート

計画ビジョン

コミュニケーションの方法

CSR報告書

事業報告

フロネシス （2009年10月創刊）

自治体チャンネル

所報

公式サイト

株主総会

決算説明会 （2009年11月開催）

MRI・DCSフォーラム

セミナー

会社説明会

3ヶ年ローリングプラン

お客様満足度調査

社  会

●

●

●

●

●

●

●

お客様

●

●

●

●

●

●

●

●

●

株主・投資家

●

●

●

●

●

 ●

●

●

●

●

●

●

ビジネス・
パートナー 従業員・家族
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〈 三菱総研グループの業績概況 〉

● 2009年9月期決算概要　2009年9月期における三菱総研グループの連結決算の概況は、下記のとおりです。

売上高 （百万円）

74,289 74,317 73,481

営業利益 （百万円）

5,901
6,475

5,444

経常利益 （百万円）

6,013
6,605

5,573

2007年9月期

100,000

50,000

0

4,000

2,000

0

8,000

4,000

0

300

200

100

0

8,000

4,000

0

50

25

0

2008年9月期 2009年9月期 2007年9月期 2008年9月期 2009年9月期 2007年9月期 2008年9月期 2009年9月期

当期純利益 （百万円）

2,801 2,758
2,979

1 株当たり当期純利益 （円）

181.63 178.83 192.48

1 株当たり配当金 （円）

12.50

25.00
30.00

2007年9月期 2008年9月期 2009年9月期 2007年9月期 2008年9月期 2009年9月期 2007年9月期 2008年9月期 2009年9月期

※2007年9月期の1株当たり指標は、2007年12月14日付で実施した
　株式分割（1：2）の影響を遡及した数値を表示。

※2007年9月期の1株当たり指標は、2007年12月14日付で実施した
　株式分割（1：2）の影響を遡及した数値を表示。

（単位：百万円）
百万円未満は切り捨て● 連結貸借対照表 ［2009年9月30日現在］

流動資産

固定資産

　有形固定資産

　無形固定資産

　投資その他の資産

資産合計
流動負債

固定負債

負債合計
株主資本

　資本金

　資本剰余金

　利益剰余金

評価・換算差額等

少数株主持分

純資産合計
負債純資産合計

29,398
19,997
　8,535
1,989
9,472
49,396
10,360
6,501
16,861
27,441
　6,336
　4,851
16,254
278
4,814
32,535
49,396 ● 連結キャッシュフロー ［2008年10月1日〜2009年9月30日］

営業活動によるキャッシュフロー

投資活動によるキャッシュフロー

財務活動によるキャッシュフロー

現金及び現金同等物の増減額

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

3,375
△ 4,390

1,502
487

11,818
12,306

● 連結損益計算書 ［2008年10月1日～2009年9月30日］
（単位：百万円）

百万円未満は切り捨て

売上高
売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

営業利益
営業外収益

営業外費用

経常利益
特別利益

特別損失

税金等調整前当期純利益

法人税等

少数株主利益

当期純利益

73,481
57,468
16,013
10,568
5,444
212
83

5,573
24
201
5,396
2,027
389
2,979




